（別紙３）
	№
	


農用地区域から除外を行う理由等
（該当する記号を○で囲むほか、所要の項数等を記載すること）

ア　法第１０条第３項の基準に該当しない（農用地等とすべきでない）土地であるため

イ　法第１０条第４項[土地改良法第７条第４項に規定する非農用地区域内の土地]に該当する土地であるため

ウ　法第１０条第４項[その他政令で定める土地]に該当する土地であるため

	当該土地は、施行令第７条第　　号の土地に該当

（第４号に該当する場合：施行規則第４条の４第　　号の施設関係）

*第27号の場合は下のエの①～⑦の欄にも記入すること

*第28号の場合は下のエの①～④、⑦の欄にも記入すること



エ　農用地以外の用途への転用を行う予定であるため

（↓各号の要件に係る判断の根拠等を具体的かつ明確に記載すること）

	法第１３条第２項等に掲げる要件

（　）内は施行規則第４条の４
	左に係る判断及びその根拠

	1 法第13条第2項第1号（第27号ホ、28号イ）

周辺の土地利用状況からみて、

・農用地区域以外の土地を利用できない

・当該土地の転用等が必要かつ適当
	別紙のとおり

	2 法第13条第2項第2号（第27号ヘ、28号ロ）

・農用地の集団化を阻害しない

・農業上の効率的かつ総合的な利用に支障を及ぼさない（農用地の周縁部である）　等
	

	3 法第13条第2項第3号（第27号ト、28号ハ）

農用地区域内における効率的かつ安定的な農業経営を営む者に対する農用地の利用の集積に支障を及ぼすおそれがないと認められる
	

	4 法第13条第2項第4号（第27号チ、28号ニ）

用排水施設等の土地改良施設の機能に支障が生じない
	

	5 法第13条第2項第5号（第27号リ）

土地改良事業等の完了年度の翌年度から起算して８年を経過している
	

	6 （27号ニ）

転用される土地が農業上の効率的かつ総合的利用の促進を図る点で妥当な規模である
	

	7 （第27号ル、28号ホ）

施設の設置のために必要な行政庁の免許、許可、認可等が処分済か処分見込みである
	


オ　農業振興地域が縮小されたため（都市計画の線引き変更等によるもの）

（別紙）第１号要件に係る判断及びその根拠

１　所　在：〇町〇部〇番〇　外〇筆　〇㎡

２　目　的：
３　計画者：

４　第１号要件に係る判断

※周辺の土地利用状況からみて、農用地区域以外の土地を利用できない理由及び当該土地の転用等が必要かつ適当な理由を記載し候補地検討図及び結果を添付する。

（候補地検討結果）
	No.
	所　　在
	地目
	面積(㎡)
	検討結果

	①
	〇町35
	雑種地
	635
	資材置場として利用されており、売却の意思がない。

	②
	〇〇町8-2
	畑
	198
	将来、子どもの住宅を建設する予定であり、売却の意思がない。

	③
	〇〇町26
	畑
	286
	駐車場として利用されており、売却の意思がない。

	④
	〇〇町2-5
	畑
	160
	将来、子どもの住宅を建設する予定であり、売却の意思がない。

	⑤
	〇〇町4　外2筆
	田
	956
	営農中であり売却の意思がない。



